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中小企業 

産官学が 
地域の産業、企業を 
一体となってサポート 

地域支援プロジェクト ～創生する未来～とは？ 
全国の中小企業が元気になれば、日本は再生する！ 
 
「創生する未来」は、全国の地域と産業、企業を産官学で応援、サポートする事業です。 
 

相互にメリット 
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~創生する未来~ 
事業の主旨・事業内容 



「創生する未来」の事業主旨 

 「地域支援プロジェクト ～ 創生する未来 ～」 
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・全国各地域の中小企業を対象に「地域支援プロジェクト～創生する未来～」 
 として、企業経営の継続戦略、企業活動の活性化に寄与する講演、セミナー、フェアなどの 
イベントを地方自治体単位（市町村単位）で企画・実施する。 
 
 ・企画主旨/狙い 
 
  ① 中小企業向け 
      中小企業支援策として、IT/クラウドの利活用の推進・進展による 
      企業経営の効果・効率の向上、企業価値の最適化のサポート。 
  
  ②ベンダー向け 
      ITベンダーの地域営業展開の支援を目的として、地元中小企業や 
      地場のITベンダーとのマッチングの“場”を提供し、ベンダーによる中小企業のIT利活用の 
      振興・推進と併せてITベンダーの拡販に寄与する。 
 
  ③自治体向け 
     企業の活性化による自治体の行政評価の向上、企業誘致に繋げる。 



地域支援プロジェクト 
～ 創生する未来 ～ 

地域及び中小企業支援 

ITベンダー拡販・販促支援 

（支援事業①）  IT/クラウド活用セミナー・イベントの実施 

 （支援事業②） 地元中小企業、地元ITベンダーとの 
                    マッチングの“場”の提供 

 （支援事業③オプション）  
                  地域マーケティングデータ（地域統計・指標）の作成 

 （支援事業④オプション） ITの利活用状況等に関するアンケート調査 

・IT利活用の推進・進展による経営効率/効果の向上 
・企業価値の最適化 
・地域の活性化による企業誘致など自治体への支援 

支援の 
目的・狙い 

・セミナー活用によるアプローチ先の開拓 
・IT利活用の振興/進展 

支援の 
目的・狙い 

エリア戦略策定のサポート資料・意思決定材料の提供 支援の 
目的・狙い 

地域中小企業のITの現状・投資意欲等について 
調査を実施、地域企業の基礎情報を把握 

支援の 
目的・狙い 

支援事業①②を基本事業として実施 

「創生する未来」の事業内容 
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「創生する未来 」の運営及び事業フロー  

※印は17ページ「運営組織・関連団体」を参照 

   ・ ITベンダーなどの協賛企業 
   ・ (地方自治体、商工関連団体 他） 

 主催： 
 株式会社 ノークリサーチ 
一般社団法人 クラウドサービス推進機構 
 
  
   

 経済産業省 
 中小企業基盤整備機構 
 日本商工会議所 
 全国商工会連合会 
 全国中小企業団体中央会 
 ITコーディネータ協会 
 日本情報システム・ユーザー協会 
 情報処理推進機構 

協力要請 
後 援 

協 賛 

    地域支援プロジェクト ～創生する未来 ～ 

地
域
の
中
小
企
業 

・地域商工 
  関連団体 
・自治体 
   （首長） 

後援・協力要請 

案内・参加 
要請 

参 加 

（事業③オプション） 
地域 

マーケティング 
データの作成 

（事業④オプション） 
アンケート 
調査実施 

地方 
自治体 

調査実施 

地域統計
情報収集 

提供 

集計/ 
レポート 

地域企業とのマッチング 
活動/SP展開 

（セミナーを通じて） 
コミュニケーション・ 
関係構築/ 
ビジネスの発生 

企画・運営 

地 域  地域支援プロジェクト 
事業コンテンツ 

協
賛
募
集
活
動
・
獲
得 

小さな組織の 
未来学などメディア 

セミナーの告知・ 
紹介・誘致募集 （事業①） 

中小企業向け 
IT/クラウド活用 

セミナー 
（フェア） 

 
（事業②） 
マッチングの 
場の提供 

運 営・関係団体 

調査依頼 

中小企業のIT活用 
振興・進展 6 
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~創生する未来~ 
事業の目指す効果 



利活用範
囲の拡大 

•“攻めのIT”として、従来未使用
だった新分野、業務領域への活
用が可能になる 
•Web活用による販売チャネルの
拡大が期待できる 

経営の効
率化・効果

アップ 

•売上や利益に直結するIT活用 
•業務／作業効率の向上 
•業務効率向上に伴う、人的資
源の配置転換が可能になる 
•経営改革／変革への寄与 
•多角的な経営分析が可能 
 

ベンダーと
の継続的

取引 

•IT／クラウドなどの経営に役立
つ利活用に関する”相談先“が
得られる 
•ITに関する新しい情報／動向が
把握できる 

中小企業の効果 

セミナー・
イベント 

セミナー時の
ベンダー企業
とのマッチング 

IT利活用
の進展 

 ～ 「攻めのIT」への転換と活用の進展 ～ 
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効果①攻めのITで中小企業のコアな経営活動をサポートする 



地域・自治体の効果-1 

イベントを通して 

地元中小企業の 

IT利活用の推進 

中小企業へのIT
関連支援策の訴
求と実態把握 

• ITを賢く使った経営効率向上／販促活動のサポートに繋がる。 
• 地域中小企業のIT振興・利活用促進支援に繋がる。 
• IT活用の進展に伴い、“新しい産業”、“販売チャネル”創出の 
   啓蒙・きっかけづくりができる。 
• 企業の活性化支援により行政評価の向上 

• セミナーでの自治体からの講演を通じて、地域中小企業への
支援政策を訴求できる。 

• セミナー時の“質疑応答”等から、地域の“IT利活用の定性的
でリアルな実態”が把握できる。 

• (オプション事業の）地域中小企業へのアンケート調査により、 
    IT利活用の定量的実態が把握できる。 
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中小企業 

効果②地域経済の活性・企業の売上が見える支援活動をサポートする 
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地域・自治体の効果 

⇒ 自分の自治体（地元企業、産業など）を全国に宣伝、訴求することができる。 
 
⇒ エリアの経済活動（企業）の活性化につながる。 
 
⇒「継続的な事業創造の場」 を得られる。 
  
 

・ （セミナーにおける自治体自身での講演により） 
   中小企業へのIT関連支援策の訴求と実態把握が可能 
 
・ イベントを通して地元中小企業のIT利活用の推進につながる 
 
・ （セミナーへの協力により）自治体・地域が、「小さな組織の 
  未来学の地域版※」をもとに日本全部とつながる  
（地域創生のための自律拠点を構築予定） 
 
 
 

効果②自治体における、当該地域企業のIT利活用の推進サポートと活動の発信 

※「小さな組織の未来学の地域版」についてはP22からの「メディア連携オプション」を参照。 



協賛企業の効果 

拡 販 

企業へ販売活動が 
出来る 

エリアにおける知名度の向上、 
広告効果が得られる 

 （イベントを通じて） 
直接エリアの自治体・首長・ 

経済界につながる 

営業先・アプローチ先の 
発掘につながる 

 販促プロモーションに 
役立つ 

中小企業の現状や 
ニーズを直接把握 
(リサーチ）できる 

効果③協賛企業が全国に販売効果の高いマーケティング拠点を持つことをサポートする 

11 
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（支援事業①）セミナー実施プラン 

1. 2015年の計画 

2.セミナーテーマと講師 

● テーマ（参考例） 
 
  原則として、「中小企業の経営に役立つIT・クラウド 
 の利活用」を主題に、関連事項や話題性、地域性   
 を軸としたテーマを設定する。 
  例：売上げに結びつく、稼ぐIT活用のために 
     IT投資を無駄にしないために 
     ITを活用して全国/世界に羽ばたく 
     “下請け”からの転換~ITを活用した新たな経営 
     企業にとってITセキュリティは守りの要、どうする？ 
     いよいよ来る「マイナンバー制度」中小企業の対応は？等 
 
 また、協賛ベンダーや関連団体による要望も含め 
 決定する。 
 

● 講師  
 
  一般社団法人 クラウドサービス推進機構 
  特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会 
  独立行政法人 情報処理推進機構 
  経済産業省地方局（仮） 
  当該地域自治体（仮） 
  当該地域商工団体（仮） 
  ベンダー及び中小企業ユーザー(仮） 
     
 
   上記団体よりセミナーのテーマに応じ、1回につき、 
   2～3名を選定。 
  
   

①コアプラン 
 
＜初年度（2015年）＞ 
     ・年6回（予定） 
     ・実施地域 
       東京、名古屋、大阪、札幌、仙台、福岡 
     ・初回実施予定 
        2015年5月中～下旬を目標。 
        以降、随時実施 
    

 
 
 
  ＜次年度以降＞ 
      ・年10～12回（予定） 
      ・実施地域 
        東京、名古屋、大阪、札幌、仙台、福岡 
        及び全国政令指定都市 
 
②オプションプラン 
 
   その他の地区も、別途、事業グループで検討して適宜実施。 
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（支援事業①）セミナー実施プラン （支援事業②）マッチングの場の提供 
 

3.実施計画 

 
（1） セミナー参加人員数（予定） 
 
      ・東京、名古屋、大阪 各100名/回 
      ・その他地域        約50名/回 
 
（2） 会場 
 
      当該地域のホテル、カンファレンス会場、研修施設 

他 
 
（3） セミナーテーマ数及び時間 
 
      ・セミナーテーマ 2～3/回 
      ・1テーマ当たり 60～90分（質疑応答含む） 
      ・時間       合計 約5時間（休憩含む） 
 
 (4) 告知・集客 
 
    ・Webメディアへのリリース ⇒ 専用サイトへの申込み 
    ・（地方紙・専門誌への出向による告知） 
    ・当該地域の商工関連団体、自治体による 
     地元中小企業への参加要請 
                ⇒申込用紙の配布及び回収 
    ・協賛ベンダー及び取引のある地元ベンダーから 
     エンドユーサへの参加要請。 
    
 

 
     

 (5)  セミナー以外のイベント 
      
     ・討論会、座談会、ミニセッション、ワールドカフェ等の 
      参加型イベントの組み合わせも想定。 
 
（6）マッチング支援 
    ・セミナー等のイベントには、参加者無料の懇親会を実施

する 
    ・また、セミナー参加者には、別途アンケートを実施しするこ

とで、マッチングの一助とする。 
    
      
 (7) その他 
 
    ・実施地域については協賛ベンダー、または地方 
     自治体から要望による実施も可能。 
 
    ・セミナーに附随した、協賛ベンダーのフェア等の 
          イベントも含めて計画する。 
 
    ・セミナー時の配布資料については、基本的には 
          運営側が用意する。 
          また、協賛ベンダーの用意による販促ツールなどの 
          配布も考慮する。 



OP補足資料（支援事業③） 「地域マーケティングデータ構築支援」について 

ITベンダーのエリア戦略策定のサポートデータとして、セミナー、イベント実施地域 
（または別途指定地域）のエリアマーケティングデータを作成 

当該地域の経済・産業を支えるファクターとして、 
社会統計から人口・世帯の推移と今後の変化、地域の産業構造・特性を把握する。 

§1.地域特性の把握 §3.IT潜在導入力指数とサマリー §2.産業構造・特性の把握 

1.地理・地勢 
   ・位置、交通、歴史、観光、イベント情報 
   ・伝統産業、主要産業、（主要企業） 
2.社会統計・動態と将来の姿 
   ・人口推移、世帯数推移、年齢構成、将来推計 

1.経済構造・動向 
   ・業種別総生産額（純生産額）推移・特性 
2.-1.産業特性/事業所特性 
   ・業種別事業所数・従業者数推移 
   ・主要産業、（主要企業） 
2-2.中小企業の特性 
2-3.地方公共団体の事業所・就業者 

3. IT潜在導入力指数とサマリー 
   ・ IT潜在導入力指数の算出 
   ・サマリー 

ITベンダー 

（ターゲット） 
地 域 
業 種 
企 業 

エリア戦略の策定 

エリアマーケティング 
データ作成 

反映 
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OP補足資料（支援事業④） 「地域企業のIT利活用状況等の実態調査支援」について 

調査地域：当該地域（市町村または周辺地域） 
調査対象：当該地域中小企業 
調査設計、調査項目については要相談 

 
 

ITベンダー  ⇒ エリア戦略策定の基礎情報として活用 
 
自治体、商工関連団体  ⇒  地域中小企業向け施策立案の基礎資料として活用 
 

調査項目（例） 1.経営課題と対応意向 
2.分野別.ITシステム導入状況 
3.経営課題へのITの活用と効果・評価 
4.ITへの投入経費と今後の投資意欲 
5.今後の導入意向 

地域中小企業のITの現状・投資意欲等について調査を実施、地域企業の基礎情報を把握。 

6.IT導入・運用の担当者・キーマン 
7.導入時のポイント・導入理由・決定要因 
8.ITリテラシーと習得の方法 
9.クラウドなどの最新ITの導入実態、意向 
10.回答者属性  他 
    

目的・狙い 

15 



16 

~創生する未来~ 
運営組織・メディア掲載 



運営組織・関連団体 

 
一般社団法人 クラウドサービス推進機構  
                    (略称 CSPA） 
http://www.smb-cloud.org 
 
 東京都文京区本駒込2-28-2   
 文京グリーンコートセンターオフィス9F（ITCA内） 
 

 
経済産業省                  中小企業基盤整備機構関東本部  
 
日本商工会議所               全国商工会連合会    
 
全国中小企業団体中央会         ITコーディネータ協会    
 
日本情報システム・ユーザー協会       情報処理推進機構       ※2014.12イベント時 
  

主催・運営協力団体 

後 援 団 体 

 
株式会社 ノークリサーチ 
 
http:// www.norkresearch.co.jp 
 
 〒120-0034東京都足立区千住1-4-1 
   東京芸術センター1705 
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～創生する未来～ キックオフイベント 

 
•日時：2014年12月5日 (金)  14:00〜17:00 
•場所：独立行政法人 中小企業基盤整備機構  
   「TIP*S（ティップス）」 http://tips.smrj.go.jp/ 
•住所 ：東京都千代田区大手町2-6-2 日本ビル6F  
 
•主催：クラウドサービス推進機構 
•後援：経済産業省、中小企業基盤整備機構関東本部、 
    日本商工会議所、全国商工会連合会、 
    全国中小企業団体中央会、ITコーディネータ協会、 
    日本情報システム・ユーザー協会、 
    情報処理推進機構 
協力： 「小さな組織の未来学」（日経BP社）、 
     株式会社 ノークリサーチ 
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80名以上のご参加をいただき、経済産業省様、ベンダー各社様他 
関係各位の皆様にご登壇・ご講演をいただき～創生する未来～の 
キックオフイベントが開催されました 

http://tips.smrj.go.jp/�


～創生する未来～ キックオフイベント 
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＜キックオフイベントの内容＞（以下、敬称略） 
 
1.主催者あいさつ：クラウドサービス推進機構 理事長 松島桂樹 
 
2.事業概要説明：事務局ノークリサーチ 伊嶋謙二 
 
3.特別講演：経済産業省 商務情報政策局 情報処理振興課長 野口聡 
         「中小企業における『攻めのIT活用』について」 
 
4.基調講演：中小企業診断士・ITコーディネーター 高島利尚 
        「中小企業の経営に役立つIT・クラウド利活用のためには何が必要か？」 
 
5.クラウドベンダー公開座談会 
   テーマ：クラウドベンダーは全国の中小企業にIT/クラウドをどう届けるか？ 
   登壇パネラー：富士通マーケティング 浅香直也（商品戦略推進本部 執行役員）  
            日本電気 及川典子（産業ソリューション事業部N-townシニアエキスパート） 
            日立システムズ 山野浩（ネットワークサービス事業部 主管技師長） 
            ノークリサーチ 伊嶋謙二（代表 シニアアナリスト） 
            クラウドサービス推進機構 理事長 松島桂樹 
 
                                           



～創生する未来～メディア掲載 
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「創生する未来」事業は様々なメディアで取り上げられています！ 
 

「ソフトバンクビジネス+IT」 
 中小企業、なぜクラウドを活用できない？「地域支援プロジェクト 創生する未来」発足 
 http://www.sbbit.jp/article/cont1/29016 
 経産省 野口聡氏とTMI 高島利尚氏が語る、中小企業が儲けられる「攻めのIT活用」 
 http://www.sbbit.jp/article/cont1/29059 
「ASCII.jp」 
 「地域支援プロジェクト～創生する未来～」が発足イベントを開催 
 http://ascii.jp/elem/000/000/958/958639/ 
「BCN Bizline」 
 CSPA、「地域支援プロジェクト～創生する未来～」事業を発足、全国でクラウドの普及へ 
 http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20141128-00000010-bcn-prod 
「小さな組織の未来学（日経BP）」 
 「地域支援プロジェクト～創生する未来～」発足イベント開催のご案内 
 http://www.nikkeibp.co.jp/article/miraigaku/20141127/426002/ 
 未来は中小企業のために、そして日本のために 「創生する未来」レポート 
 http://www.nikkeibp.co.jp/article/miraigaku/20150105/430506 
 「創生する未来」へ──地域における中小企業の頑張りが日本を再生させる 
 http://www.nikkeibp.co.jp/article/miraigaku/20141211/427957/ 
「PC-Webzine2015年１月号40-41P」 
 「地域支援プロジェクト 創生する未来」発足－クラウドサービスをどう売るか。 
 
 
 
 

http://www.sbbit.jp/article/cont1/29016�
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http://www.nikkeibp.co.jp/article/miraigaku/20150105/430506�
http://www.nikkeibp.co.jp/article/miraigaku/20141211/427957/�
http://www.nikkeibp.co.jp/article/miraigaku/20141211/427957/�


21 

~創生する未来~ 
メディア連携オプション 



参考1：「創生する未来」は「小さな組織の未来学」と連携します。 

   全国の中小企業が元気になれば、日本は再生する！ 
この仮説のもと、地方中小企業の活性化をサポート 

小さな組織の未来学 
＠地域版 

地域支援プロジェクト 
～ 創生する未来 ～ 

地域支援事業① 地域支援事業② 

22 

【ポイント】 Webとアナログが連動した、地方の企業、経済へIT支援を主体に実施 
 
1.Webメディア        
2.講演・セミナー 
3.産業界 
4.公共団体・自治体 
5.大学・教育機関 
 

５つの要素が連携した、 
産官学一体となった地域振興のためのプロジェクト 

「創生する未来」は全国の中小企業経営者が対象の日経BP社の 
Webマガジン「小さな組織の未来学」とメディア連携します。 



参考2：「小さな組織の未来学」は中小企業の経営者に深く刺さるWebマガジン 

Webマガジン 
「小さな組織の未来学」とは 

・中小企業経営者を中心とした”小さな組
織“のオーナー、リーダーに 役立つ深堀し
た経営情報を届けるWebメディアとして、
日経BP社にて展開中 

http://www.nikkeibp.co.jp/miraigaku/ 
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●「小さな組織の未来学」 
http://www.nikkeibp.co.jp/miraigaku/ 

中小企業経営者を中心とした小さな組織のオーナーやリーダーに向けて、役立つ深
堀りした経営情報を届ける新しいメディアです。具体的な人物のインタビューや事

例研究などから紐解いた経営に役に立つコンテンツとしてお届けします。 

◎約70名の執筆者、年間約500本の記事配信 
◎月間50万ＰＶ、20万UBの読者 

◎500名以下の企業規模の読者は約60％ 
◎課長以上は約60％ 

◎メールマガジン登録者は約3万人 
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参考3：「小さな組織の未来学」の地域支援事業 

既存コンテンツ-1 

(新設コンテンツ） 
「小さな組織の未来学＠

地域版」 

Webメディア 
「小さな組織の未来学」 

既存コンテンツ-2 

既存コンテンツ-3 

地域支援事業  「小さな組織の未来学 ＠地域版（ご当地）」 

25 

・Webマガジン「小さな組織の未来学」内に、「小さな組織の未来学＠地域版（仮）」と
して、地域を紹介するサイトを新設。 
 
・内容は 
   -  各地方自治体及び首長の紹介や自治体として“地域創生”への 取り組み 
   -  地域の勢いのある、またユニークな中小企業の経営者の取り組み 等 
  
地方で活躍、頑張る人や組織、企業の実態、ノウハウを取材し、「＠地域版」で 
 広く訴求・広報する。 
 
・掲載された地域には「小さな組織の未来学@ 地域版（ご当地）」として、 
 運営を地域の担当（企業・自治体や商工会議所などの各種団体など）へ 
 シフトして自律展開を促し、地域振興の拠点として機能させる。 



当事業へのお問い合わせ先 

創生する未来事業 事務局 

 
 
 

「創生する未来」事業 
プロジェクトチーム 
監修：伊嶋 謙二 

     担当：木村 知司 
     03-5244-6691 

souseimirai@norkresearch.co.jp      
 

株式会社 ノークリサーチ内 
 

http:// www.norkresearch.co.jp 
 〒120-0034東京都足立区千住1-4-1 

   東京芸術センター1705 
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http://www.norkresearch.co.jp/�
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総務省事業で創生する未来の
連携した実績をご紹介します。 



追記：参考資料「総務省 ふるさとテレワーク事業」2015.8-2016.2 

代表団体 株式会社 ノークリサーチ 
事業名（横須賀・松本商工会議所地域連携モデル） 

実施地域 神奈川県横須賀市、長野
県松本市 

地方移動人数/地元
雇用人数（目標） 

地方移動人数：1名 
地元雇用人数：50人（目標） 

地方進出企業 スマイルワークス、富士通マーケティング、クラウドワークス、松本商工会議所、横須賀商工会議所 
事業概要 1.サテライトオフィス企業誘致事業 

2.クラウドソーシングによる新規ビジネス創出と地域人材活用事業 
3.テレワーク推進のための事業（3-1誘致促進用専用基盤構築 3-2テレワーク継続推
進のためのマーケティング事業 3-3横須賀・松本におけるテレワーク取組PR事業） 

3-1.「ふるさとライフ」構築 

  東京都内  (株)スマイルワークス本社 

バーチャルオフィスの構築 
(テレワークICT環境整備） 

【事業1.サテライトオフィス企業誘致事業】 

(株)ノークリサー
チ 

事業全体の 
サポート、助言 

横須賀 
テレワークチーム 

生活直結サービス構築 
(生活サポート情報の提供) 

※「ふるさとライフ」の機能活用 

情報支援 

  3-2.テレワーク継続推進のためのマーケティング事業 
  3-3.松本・横須賀におけるテレワーク取組PR事業 

地域実証事業検証評議会 
日本商工会議所、横須賀市役所、クラウド 

サービス推進機構、ITコーディネータ協会、明治大学、
湘北短期大学、オリエント総合研究所 

松本市役所 

松本市 横須賀市 

【事業2.クラウドソーシングによる新規ビジネス創出と地域人材活用事業】 

【事業3.テレワーク継続推進のための事業】 

クラウドソーシング業務発注 

 チーム編成/運営・管理 
 インキュベーション支援 

教育・指導 

企画・開発、 
情報支援 

企画・開発支援
情報支援 

【誘致企業】 
(株)スマイル 

ワークス 
サテライトオフィス 

(株)富士通 
マーケティング（東京本社） 

横須賀 
商工会議所 

松本 
商工会議所 

テレワーク実現のためのICT環境整備 

【事業3.テレワーク継続推進のための事業】 

横須賀市役所 

業務発注/ 
ワーカー運営管

理 
/教育・指導 

㈱クラウド 
ワークス 

松本 
テレワーカー 

 業務発注 
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ふるさとテレワーク事業のメディア掲載実績一覧1 

メディア掲載状況一覧1.Web／テレビ（横須賀・松本商工会議所地域連携モデル）

実証地域 日付 媒体名 報道タイトル

横須賀商工会議所 2015年9月24日 WorkMaster クラウドワークス、総務省の公募事業に採択

横須賀商工会議所 2015年9月25日 マイナビニュース クラウドワークス、横須賀商工会議所とテレワーク推進のための地域実証

松本商工会議所 2015年9月30日 マイナビニュース 総務省、ふるさとテレワーク推進会議開催-15団体がICT利活用で地方創生

松本商工会議所 2015年10月15日 松本平タウン情報 松本商議所「テレワーク」推進へ

松本商工会議所 2015年11月19日 ASCII.jp スマイルワークス「ClearWorks」が描く中小企業のクラウドの世界(松本でテレワーク事業）

横須賀商工会議所 2015年9月24日 WorkMaster クラウドワークス、総務省の公募事業に採択

横須賀商工会議所 2015年9月25日 マイナビニュース クラウドワークス、横須賀商工会議所とテレワーク推進のための地域実証

横須賀商工会議所 2015年10月23日 神奈川新聞 在宅勤務のススメ　女性対象に講座　「クラウドソーシング」活用支援　横須賀商工会議所

松本商工会議所 2015年10月30日 テレビ松本 アルプスネットワークニュース（テレワークを学ぶセミナー）

横須賀・松本商工会議所 2015年12月9日 日経BP　小さな組織の未来学 地方に仕事を！ 地方に企業を！ 地方に人を！

松本商工会議所 2015年12月10日 日経BP　小さな組織の未来学 地方都市の未来を創る手立ては何か──松本市の例から

松本商工会議所 2015年12月11日 日経BP　小さな組織の未来学 テレワークは地方の人口を支えてゆくか──松本市の例から

横須賀商工会議所 2015年12月28日 日経BP　小さな組織の未来学 首都近郊の都市で起こっている人口問題──横須賀市の例から

横須賀商工会議所 2016年1月4日 日経BP　小さな組織の未来学 就業機会とコミュニティーを並行して育む──横須賀市の例から
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メディア掲載状況一覧2.紙媒体（横須賀・松本商工会議所地域連携モデル）

実証地域 日付 媒体名 報道タイトル

松本商工会議所 2015年9月19日 信濃毎日新聞 「テレワーク」総務省モデル事業、松本商議所などの提案採択

松本商工会議所 2015年9月29日 市民タイムス 経験や技能、テレワークで 松本商議所がモデル事業

松本商工会議所 2015年10月20日 市民タイムス 在宅PC業務に高い関心　松本のセミナーに34人

松本商工会議所 2015年10月20日 信濃毎日新聞 ネットを使った在宅勤務は？松本　都内企業が説明会

横須賀商工会議所 2015年10月23日 神奈川新聞 在宅勤務のススメ　女性対象に講座　「クラウドソーシング」活用支援　横須賀商工会議所

横須賀商工会議所 2015年10月30日 タウンニュース ネット活用で多様な働き方

横須賀商工会議所 2015年11月1日 お母さん業界新聞横須賀版 自宅で仕事をするお母さんは゛ステキ”です

横須賀・松本商工会議所地域連携モデル 2015年11月2日 日本情報産業新聞 この人を尋ねて（地域実証事業に連携モデル応募・採択）
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ふるさとテレワーク事業のメディア掲載実績一覧2 
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事業の掲載実績（日経BP、横須賀・松本商工会議所連携モデル連載1） 

横須賀・松本商工会議所連携モデルの紹介 日経BP 「小さな組織の未来学 創生する未来」での連載時期 全5回 
2015.12.09-2016.1.4  http://www.nikkeibp.co.jp/atclcsm/15/427956/120800003/ 
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事業の掲載実績（日経BP、横須賀・松本商工会議所連携モデル連載2） 
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事業の掲載実績（日経BP、横須賀・松本商工会議所連携モデル連載3） 
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